
 

 
 
１ 調査の目的 

みやざき特別支援教育推進プランの改定に伴い、小学校就学前教育・保育施設及び公

立小・中学校・県立学校の職員及び園長や校長、副校長、教頭（以下、「管理職」という）、

並びに保護者を対象に特別支援教育に関する意識調査を行い、本県における今後の特別

支援教育の推進・充実の在り方に関する基礎資料とする。 

 

２ 調査の方法 

(1)調査内容 
今後の特別支援教育の在り方 
○ 理解啓発について 

○ 特別支援教育推進について 

○ 就学相談及び就学支援について 

○ 地域における特別支援教育推進について 

○ 教職員の専門性向上について 

 

(2)調査対象    
アンケート配付数  ５，５７４部 

対象者の内訳 人 数 

全公立小・中・県立学校の管理職 ８７０ 

教諭等（主幹教諭及び指導教諭含む）、養護教諭、常勤講師、養護助教諭

のうち次に該当するもの（実習教師及び実習助手については希望者） 

① 特別支援学校に勤務する教員 

② 抽出した小・中学校、高等学校に勤務する教員 

（小学校１１校、中学校１０校、高等学校８校） 

※ 小学校は３年生・６年生、中・高等学校は２年生の担当職員 

※ 特別支援教育担当（特別支援教育コーディネーター、 

特別支援学級担任、通級による指導担当者） 

１，２０５ 

保護者 

① 特別支援学校の全ての保護者 

② 抽出した公立小学校の３・6 年の保護者 

③ 抽出した公立中学校、高等学校の２年生の保護者 

④ 抽出した小学校就学前教育・保育施設の保護者 

２，８００ 

小学校就学前教育・保育施設 

① 抽出した園長等 

② 勤務年数が 10 年未満及び 10 年以上の職員を各１名ずつ 

６９９ 

 

 

(3)調査時期 
平成２９年５月～平成３０年１月 
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(4)回答数：３，８９５部（回収率 69.９%）  

回答者の内訳 回収率 

全公立小・中・県立学校の校長、副校長及び教頭 80.9 % 

教諭等 77.2 % 

保護者 73.6 % 

小学校就学前教育・保育施設（抽出した園長、教諭等） 71.1 % 

 

 

３ 主な集計結果 

(1)理解啓発について 

本プランの策定に伴い、特別支援教育についての保護者への理解啓発の必要性を把

握するため、保護者を対象に『特別支援教育という言葉を聞いたことがありますか』

という質問が行われた。平成 24 年度現在、全ての学校種別において 90%以上の保

護者が「聞いたことがある」と回答していた。 

今回のアンケート調査では、平成 28 年 4 月に施行された障害者の差別の解消に関

する法律（以下「障害者差別解消法」という。）及び合理的配慮に関する質問を行っ

た。 
 

表 1 障害者差別解消法の施行及び合理的配慮の提供に関する保護者の回答 

 
法律が施行されたこと

を知っている 

合理的配慮の提供につ

いて聞いたことがある 

合理的配慮の提供につ

いて意味を知っている 

幼 稚 園 等 20.5% 37.3% 18.1% 

小 学 校 16.6% 33.5% 22.2% 

中 学 校 15.4% 30.9% 20.1% 

高 等 学 校 13.5% 32.0% 14.5% 

特 別 支 援 学 校 48.4% 45.3% 28.4% 

全 体 29.6% 38.2％ 23.0% 

 

その結果、障害者差別解消法の施行及び合理的配慮の提供について、特別支援学校

の保護者が約半数周知されているのに対し、小・中学校等の保護者は約 3 割であった

（表 1）。 

また、全ての対象者に「これからは、障がいのある子どもと障がいのない子どもが

共に教育を受けることが望ましいと思いますか」という質問を行った。 

その結果、「はい」と回答した割合は、全て前回までの結果を上回った。 
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図1 「障がいのある子どもと障がいのない子どもが共に教育を受けることが望ましいと思いますか」

に対する質問に「はい」と回答した状況 

 

さらに、「障がいのある子どもと障がいのない子どもが一緒に学習する交流及び共

同学習を一層推進することは重要だと思いますか」という質問を行った。 

その結果、これまでと比較して「はい」と回答した割合は、全ての対象者について

向上した。小学校就学前保育・教育施設の園長が 96.0％と最も高く、教諭等が 56.0％

と最も低かった。 

 

図 2 「障がいのある子どもと障がいのない子どもが一緒に学習する交流及び共同学習を一層推進す

ることは重要だと思いますか」に対する回答状況 
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一方で、教諭等の回答状況を

校種別に見ると、「はい」と回答

した割合は、小学校就学前が

95.4%、小学校が 91.4％、中

学 校 が 31.6% 、 高 等 学 校

29.0%と減少していた。 

 

 

 

(2)特別支援教育推進について 

平成 24 年度のアンケート調査において、園長を対象に「これからの幼稚園・保育

所・認定こども園の特別支援教育の在り方について何が大切だと思いますか」という

質問を行った。その結果、「発達障がいを早期に発見するため、保健所や児童相談所

等と連携し、早期支援につなぐこと」が 71.1％と最も多かった。 

これと同じ質問を今回のアンケート調査でも行った結果、「発達障がいを早期に発

見するため、保健所や児童相談所等と連携し、早期支援につなぐこと」が 71.8％で

最も多く、「教育や福祉、医療などの関係機関と連携して支援体制を確立し、相談機

能を充実させること」が 67.8％で次いで多かった。 

 

図 3 「これからの小学校就学前教育・保育施設の特別支援教育の在り方について何が大切だと思いますか」に対する

回答状況 
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発達障がいを早期に発見するため、保健所や児童相談所等と連携
し、早期支援につなぐこと 

 
教育や福祉、医療などの関係機関と連携して支援体制を確立し、 

相談機能を充実させること 
 

学校、特に小学校との連携を密に行うこと 
 

個別指導を充実させるために職員の数を増やす必要があること 
 

発達障がい等に関する専門的な研修へ参加しやすい体制を整備
すること 

 
保護者に対して特別支援教育に関する理解・啓発を積極的に行う

こと 
 

障がいのある幼児が希望に応じて就学先を選べること 
 

地域社会に障がいのある子供の理解・啓発を推進すること 
 
 

特別支援教育コーディネーターを指名するなど、組織体制を充実
させること 

 
バリアフリー化などの施設整備の充実を図ること 
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小・中・高等学校の教諭等及び校長・副校長・教頭を対象に「発達障がいのある児

童生徒が在籍する通常の学級の現状について何が課題としてあげられますか」という

質問を行った。その結果、平成 24 年度及び平成 29 年度の回答数の多い上位４項目

に一致が見られた（表 2）。 

教諭等及び校長・副校長・教頭ともに「発達障がいのある児童生徒に適切な指導及

び必要な支援を行うこと」との回答が最も多く、次いで、校長・副校長・教頭につい

ては「発達障がいのある児童生徒の保護者と連携を図ること」、教諭等については「発

達障がいのない児童生徒に対する指導を行うこと」が多かった。 

 

表 2 質問「発達障がいのある児童生徒が在籍する通常の学級の現状について何が課題としてあげら

れますか」に対する回答（上位４項目）  ※（ ）は順位を示す。 

選択項目 
校長・副校長・教頭 教諭等 

平成 24 年度 平成 29 年度 平成 24 年度 平成 29 年度 

発達障がいのある児童生徒に 
適切な指導及び必要な支援を行うこと 

85.6％ (1) 82.6% (1) 62.7％ (1) 65.4% (1) 

発達障がいのある児童生徒の保護者と 
連携を図ること 

61.5％ (2) 55.4% (2) 30.6％ (4) 31.9% (4) 

校内支援体制の充実を図ること 54.3％ (3) 54.5% (3) 45.3％ (2) 43.4% (3) 

発達障がいのない児童生徒に対する 
指導を行うこと 

43.2％ (4) 54.3% (4) 43.4％ (3) 54.4% (2) 

 

また、小・中・高等学校の教諭等及び校長・副校長・教頭を対象に「個別の指導計

画及び個別の教育支援計画の作成について何が課題としてあげられますか」という質

問を行った。 

個別の指導計画の作成については、教諭等及び校長・副校長・教頭ともに「作成の

ための専門的知識」が最も多く、次いで「保護者の理解と協力」が多かった。 

個別の教育支援計画の作成については、校長・副校長・教頭が「保護者との連携」

を挙げているのに対し、教諭等は「時間の確保が難しい」という回答が多かった。 

 

表 3 個別の指導計画及び個別の教育支援計画作成の課題に対する回答  ※（ ）は順位を示す。 

個別の指導計画 管理職 教諭等  個別の教育支援計画 管理職 教諭等 

作成のための専門的知識 61.0% (1) 57.1% (1)  保護者との連携 58.6% (1) 36.8% (3) 

保護者の理解と協力 50.6% (2) 40.7% (2)  関係機関との連携 53.2% (2) 42.3% (4) 

指導方法の設定 42.4% (3) 35.7% (4)  時間の確保が難しい 44.1% (3) 54.9% (1) 

指導内容の設定 34.2% (4) 28.6% (5)  作成の仕方が分からない 15.5% (4) 44.0% (2) 

実態把握の方法 28.8% (5) 40.1% (3)     

目標の設定 27.9% (6) 25.8% (7)     

関係機関との連携 27.3% (7) 26.9% (6)     
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(3)就学及び就学支援について 

就学に関する課題を把握するため、

保護者を対象に「お子様の学校での

学習面や生活面で、特別支援教育の

視点から支援の必要性を感じたこと

はありますか」という質問を行った。

その結果、「はい」と回答した割合は

小・中学校、高等学校の保護者にお

いて 16.0～24.8％であり、いずれ

も平成 24 年度の調査よりも向上し

ていた（表 4）。 

「はい」と回答した保護者に対す

る「支援の必要性を感じたときに、

相談機関に相談したことがあります

か」という質問では、「相談をしなか

った」と回答した小・中学校、高等

学校の保護者が、平成 24 年度の調

査結果と比較して増加した。 

 

 

(4)地域における特別支援教育推進について 

平成 24 年度の調査では「地域の

小・中学校の中に、特別支援教育に

関する相談や研修を担う拠点校が

あるとよいと思いますか」という質

問を行った。その結果、全てにおい

て 70%以上の「はい」という回答

があった（図 5）。 

平成 29 年度の調査では、拠点校

となる学校が地域にあるため、「特

別支援教育に関する相談や研修を

担うエリア拠点校と連携を図った

ことがありますか。」という質問を

行った。その結果、多くの園や学校

が各エリアの拠点校と連携を図っ

ていることがわかった（図 6）。 
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表 4 質問「お子様の学校での学習面や生活面で、特
別支援教育の視点から支援の必要性を感じたこ
とはありますか」に対する回答 

学校種別 平成 24 年度 平成 29 年度 

小学校 15.6% 24.3% 

中学校 15.8% 24.8% 

高等学校 13.8% 16.0% 

特別支援学校 93.7% 87.7% 

 

図 4 「支援の必要性を感じたときに、相談機関に相
談したことがありますか」に対する回答状況 

表 5 質問「地域の小・中学校の中に、特別支援教育
に関する相談や研修を担う拠点校があるとよいと
思いますか」に対する回答 

学校種別 平成 24 年度 

園長 83.4% 

教諭等 71.5% 

校長・副校長・教頭 84.1% 

 
表 6 質問「特別支援教育に関する相談や研修を担う

エリア拠点校と連携を図ったことがありますか。」
に対する回答 

学校種別 平成 29 年度 

園長 58.4% 

校長・副校長・教頭 80.5% 
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(5)専門性向上について 

教職員の専門性向上の方策の参考とするため、教諭等及び校長・副校長・教頭を対

象に「特別支援教育に関する専門的な指導の充実を図るには、どのような研修が必要

ですか」という質問を行った。その結果、管理職は「発達障がい等の障がいの特性に

応じた指導方法」、教諭等は「実際の指導場面での具体的な指導方法」が最も多かっ

た（図 5）。 

 

図 5 「特別支援教育に関する専門的な指導の充実を図るには、どのような研修が必要ですか」に対

する回答状況（上位 8 項目） 

 

【校長・副校長・教頭】                   【教諭等】 
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幼児児童生徒の適切な実態把握 
 
 
幼児児童生徒の教育的ニーズ及び実
態等に即した指導計画の作成 

 
個別の指導計画に基づく指導と評価 

 

 
５障がい(視覚・聴覚・知的・肢体・
病弱)の特性に応じた指導方法 
 
発達障がい等の障がいの特性に応じ
た指導方法 
 
障がいの状態に応じた教材等の作成 
 
 
 
指導経験に基づいた段階的な研修 
 
 
実際の指導場面での具体的な指導方
法 


